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うに 8） ，国会解散後の選挙の無期限停止の措置をとる　 ― こうした措置は解散後60日以内に選挙
を行うことを規定しているヴァイマール憲法25条2項違反である　 ― という疑念を払しょくす























































11） 「ドイツ・共和国連邦憲法」，いわゆるヴァイマール憲法に関しては，Dürig/Rudolf,  Texte zur deutschen 






 （2） 「 ド イ ツ 国 民 の 保 護 に 関 す る 2 月 4 日 の 共 和 国 大 統 領 命 令 」（Verordnung des 
Reichspräsidenten zum Schutz des deutschen Volkes vom 4 Februar 1933）12） 







も ― それがどのような意味をもつものであろうと ― 厳罰をもって臨むということを正当化し
た」17） 。 
 （3） 「プロイセンにおける秩序ある政府関係の回復のための2月6日の共和国大統領命令」
（Verordnung des Reichspräsidenten zur Herstellung geordneter Regierungsverhältnisse in 
Preussen vom 6 Februar 1933） 18） 







12）  Reichsgesetzblatt , 1933Ⅰ , S. 35 ― 40. 高田敏／初宿正典編訳『ドイツ憲法集』（信山社，1997年）153 ― 4
頁参照。 
13） Werner Frotscher/Bodo Pieroth,  Verfassungsgeschichte , 3. Aufl. C. H. Beck’sche Verlagsbuchhandlung, 
2007, S. 304. 
14）  ロバート・ジェラテリー著，根岸隆夫訳『ヒトラーを支持したドイツ国民』（みすず書房，2016年）20頁。 
15）  若尾祐司／井上茂子編『近代ドイツの歴史　18世紀から現代まで』（ミネルヴァ書店，2010年）223頁〔井
上茂子執筆担当〕。 
16） O. K. Flechtheim,  Die KPD in der Weimarer Republik , 3. Aufl. Europäische Verlagsanstalt, 1973, S. 286f; 
Wolfgang Michalka, “Das Dritte Reich” Martin Vogt (Hrsg.),  Deutsche  Geschichte, Von den Anfängen bis 
zur Gegenwart , 1997, S. 695. 
17）  ハンス・モンゼン著，関口宏道訳『ヴァイマール共和国史　民主主義の崩壊とナチスの台頭』（水声社，
2001年）481頁。 
18）  Reichsgesetzblatt , 1933Ⅰ , S. 43. 


















 （4） 「 国 民 と 国 家 の 保 護 の た め の 2 月 28 日 の 共 和 国 大 統 領 命 令 」（Verordnung des 















21）  Reichsgesetzblatt , 1933Ⅰ , S. 83. 高田敏／初宿正典編訳『ドイツ憲法集〔第7版〕』（信山社，2016年）





















命令に基づき「保護検束」された  30） 。国民の怒りをかい，警察が身体確保をしなければ暴力にさ
らされる危険性があるので，それを防ぐためというのが「保護検束」の理由であった 31） 。「政治犯
の再教育施設」とも称され 32） ，「強制収容所は文化の汚辱ではなくて，その誇りである」「ここで
22）  Werner Frotscher/Bodo Pieroth, a. a. O., S. 306. 
23）  ヴォルフガング・ベンツ著，斉藤寿雄『第3帝国の歴史　画像でたどるナチスの全貌』（現代書館，2014年）
121頁。 
24）  長谷川公昭『ナチ強制収容所』（草思社，1996年）59頁。 
25）  Otto. Kimminich,  Deutsche Verfassungsgeschichte , Athenaeum Verlag, 1970, S. 568. 
26）  William L. Shhirer,  The Rise and Fall of The Third Reich  A History of Nazi Germany , Simon＆Schuster, p. 
194. ウイィアム・L・シャイラー著，松浦伶訳『第三帝国の興亡　アドルフ・ヒトラーの台頭1』（東京
創元社，2008年）388頁。なお，訳文中，「法律上」となっている部分だが，原文で according to the law
となっているため，「法律上」と訳さざるを得なくなっている。ただ，実際にはヴァイマール憲法 37条
の「不逮捕特権」である以上，正確に言えば lawではなくConstitutionであることを付言する。 
27）  ケルゼン著，西島芳二訳『デモクラシーの本質と価値』（岩波書店，2011年）70頁。 
28）  Mathilde Aycard, Pierre Vallaud,  Allemagne Ⅲe Reich , Perrin, 2015, p. 129. 
29） Günter Naumann, Deutsche Geschichte von 1806 bis heute, marixverlag, 2010, S. 121. 
























33）  H. グレーザー，関楠生訳『ドイツ第三帝国』（中公文庫，2008年）223頁。 




36）  Richard. J. Evans,  The Third Reich in Power , Penguin Books, 2005, P11. 
37）  鳥飼行博前掲注6）文献114頁。 







40）  Gerhard Dannemann, “Legale Revolution, Nationale Revolution Die Staatsrechtslehre zum Umbruch von 
1933”in: Ernst Wolfgang Böckenförde (Hrsg.),  Staatsrecht und Staatsrechtlehre im Dritten Reich , C. F. 
















42）  石田勇治前掲注41）文献149頁。 
43） Werner Frotscher/Bodo Pieroth, a. a. O., S. 318. 




足）45） 。E．フレンケルは「第三帝国の憲法は，1933年2月28日の緊急令である」 46） と指摘している。 
 （4） 「国民的高揚への卑劣な攻撃から防御するための3月21日の共和国大統領命令」（Verordnung 
des Reichspräsidenten zur Abwehr heimtuckischer Angriff gegen die Regierung der 
nationalen Erhebung vom 21 März 1933） 47） ，「特別裁判所設置に関する3月21日の共和国政














になった」 52） 。この「特別裁判所」は「時の経過とともにその役割は増大した」53） のであり，「やが
て広い意味で政治犯罪の容疑をかけられた者は誰もが，この特別法廷に引き出されることになっ
た」 54） 。さらには「「特別法廷」は戦争中に，戦時措置に反対する行為を裁くために多忙を極めた」 55） 。 
45）  Günter Naumann, a. a. o, S. 121. 
46）  E・フレンケル著，中道寿一訳『二重国家』（ミネルヴァ書房，1994年）3頁。 
47）  Reichsgesetzblatt , 1933Ⅰ , S. 135. 
48）  Reichsgesetzblatt , 1933Ⅰ , S. 136 ― 138. 
49）  田中浩／原田武雄訳『大統領の独裁』（未来社，1987年）253頁。 
50）  石田勇治前掲注41）文献178頁。 
51） ノルベルト・フライ著，芝健介訳『総統国家　ナチスの支配1933－1945年』（岩波書店，1994年）3 ― 4頁。 
52）  石田勇治前掲注41）文献167頁。 
53）  広渡清吾『ドイツ法研究　歴史・現状・比較』（日本評論社，2016年）165頁。 
54）  ロバート・ジェラテリー著，根岸隆夫訳前掲注14）文献23頁。 
55）  ロバート・ジェラテリー著，根岸隆夫訳前掲注14）文献57頁。 
ヒトラー・ナチス政権下における「非常事態権限」（ヴァイマール憲法48条）と「国民投票」
― 55 ―
 第4章： 「国民と国家の困難を除去するための法律」（Gesetz zur Behebung der Not von 






























56）  Reichsgesetzblatt , 1933Ⅰ , S. 141. 
57）  山口定『ヒトラーの台頭　ワイマール・デモクラシーの悲劇』（朝日新聞社，1991年）390頁。 
58）  Carl Schmitt,  Staat, Bewegung, Volk , 1933. S. 7. C. シュミット，K. シュルテル著／服部平治，宮本盛太郎，
― 56 ―
名古屋学院大学論集
法律は，共和国憲法に定める手続以外に，帝国政府も議決することができる」とされている  59） 。
後述の「死刑執行法」「職業官吏再建法」「新党設立禁止法」「国民投票法」などの法律だが，
「帝国政府は以下の法律を議決し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，ここにこれを公布する」（Die Reichsregierung hat das folgende 












ことになる。3月29日には「罪刑法定主義」を否定する内容の 「死刑執行法」（Gesetz über 
Verhängung und Vollzug der Todesstrafe vom 29 März 1933，いわゆるファン・デア・ルッペ
法）60） ，州に対する強制的同質化を進める1933年3月31日の 「帝国と州の強制的同質化に関する
暫定法律」（Vorläufiges Gesetz zur Gleichschaltung der Länder mit dem Reich vom 31 März 
1933） 61） と4月7日の 「第2強制的同質化法」（Zweites Gesetz zur Gleichschaltung der Länder 










60）  Reichsgesetzblatt , 1933Ⅰ , S. 151. 
61）  Reichsgesetzblatt , 1933Ⅰ , S. 153. 






zur Wiederherstellung des Berufsbeamtentums vom 7 April 1933） 63） など，ヒトラー・ナチス政
権を代表する，人権蹂躙，反民主的な法律が「授権法」を根拠に次々と制定された。 
【写真2　「国民と国家の困難を除去するための法律」，いわゆる「授権法」】










63）  Reichsgesetzblatt , 1933Ⅰ , S. 175. 











 　たとえば  Reichsgesetzblatt ，1933Ⅰ，S．479（【写真3】）には， 「政党新設禁止法」「国民の敵・
国家の敵の財産没収法」（Gesetz die Einziehung Volks und staatsfeindlichen Vermögens vom 
14 Juli 1933） と並び，「国民投票法」が掲載されている。7月14日にはその他にも多くの法律が
制定されており，無視できない法律としては 「遺伝病子孫予防法（強制断種法）」（Gesetz zur 
Verhutung erbranken Nachwuchses vom 14 Juli 1933） 65） を挙げることができる。 

































68）  山口定前掲注57）文献395頁。 
69）  ロバート・ジェラテリー著，根岸隆夫訳前掲注14）文献113頁。 
70）  池田浩士前掲注32）文献207頁。 
71）  池田浩士前掲注32）文献205 ― 206頁。 
72）  市野川容孝「強制不妊手術の過去と現在―ドイツ・スウェーデン・日本」齋藤有紀子編『母体保護法と
わたしたち』（明石書店，2003年）67頁。 
73）  C. シュッツコプフ編，香川檀・秦由紀子・石井栄子訳『ナチズム下の女たち　第3帝国の日常生活』（未

























る」 80） 。そのため，「独立派〔つまりドイツとの併合反対派。飯島挿入〕の勝利を恐れたヒトラー」 81）
 は，「国民投票」を実施するというシュシュニク首相の判断に激怒，「軍事圧力をかけてオースト
リア首相〔シュシュニク。飯島挿入〕に投票中止を迫」 82） った。オーストリアへの武力侵略に対
75） William L. Shirer, op. cit., p. 334は，「国民投票はフランスによりシュシュニク首相に示唆された」と指
摘している。ジェームス・テーラー，ウォーレン・ショー，吉田八岑監訳前掲注32）文献40頁。 
76） William L. Shirer, op. cit., p. 335. L・シャイラー著，松浦伶訳前掲注26）文献207頁。IAN Kershaw, 
77）  Ian Kaershaw,  Hitler 1936 ― 1945: Nemesis , Penguin Books, 2001, P. 73 ― 74. イアン・カーショー著，福永美
和子訳，石田勇次監修『ヒトラー　天罰1936 ― 1945』（白水社，2016年）111頁。 
78） William L. Shirer, op. cit., p. 337. W. L・シャイラー著，松浦伶訳『第三帝国の興亡2　戦争への道』（東
京創元社，2008年）213頁。 
79）  Ian Kaershaw, op. cit., p. 74. イアン・カーショー著，福永美和子訳，石田勇次監修前掲注77）文献111頁。
80）  リチャード・リケット，青山考徳訳『オーストリアの歴史』（成文社，1995年）154頁。 
81）  クリス・マクナブ，松尾恭子訳『図表と地図で知る　ヒトラー政権下でのドイツ』（原書房，2011年）42頁。












は国民投票に訴えた」 84） 。ナチスは宣伝のため，「4月10日，全国民が言う。賛成！」（Das ganze 











 　上記の記述は，Topography of Terror－Gestapo，SS and Reich Security Main ffice on Wilhelm and 
Prinz-Albrect-Strasse A Documentation, Stiftung Topographie des Terrors, 2012., p. 14での記述であ
る。この記述のように，ヒトラ ・ーナチスは政権獲得から数か月のうちに，基本的権利，権力分立，
83）  ジェームス・テーラー，ウォーレン・ショー，吉田八岑監訳前掲注32）文献40頁。 




86）  若尾祐司／井上茂子編前掲注15）文献242頁〔井上茂子執筆担当〕。 





































88）  ロバート・ジェラテリー著，根岸隆夫訳前掲注14）文献18頁。 
89）  H・マウ，H・クラウスニック／内山敏訳『ナチスの時代　ドイツ現代史』（岩波書店，1961年）36頁。
90）  若尾祐司／井上茂子編前掲注15）文献241頁〔井上茂子執筆担当〕。 
ヒトラー・ナチス政権下における「非常事態権限」（ヴァイマール憲法48条）と「国民投票」
― 63 ―

































92）  William L. Shirer, op. cit., p. 350. W. L. シャイラー著，松浦伶訳前掲注78）文献238頁。 





するのは，やめていただきたい」 94） と批判している。 
 　また，2016年5月にイギリスで行なわれた，EU離脱をめぐる国民投票でも一時的な国民世論
で重要な問題を判断する危険性が顕在化したと思われるが，それだけではなく，国民投票につい
てもその危険な側面，ヒトラー・ナチスの国民投票を踏まえれば，国民投票は国民の意志を問う
ためではなく，権力者の地位や権限を強化するために権力者に悪用されるplébisciteの危険性が
あること，権力者が国民投票を行なうのは，権力者にとって都合の良い結果が出る蓋然性が高い
ときであることに留意する必要があろう。 
 【2016年8月23日脱稿】 
 追伸：私が研究対象としてきた，ドイツ・ヴァイマール期を代表する国法学者ヘルマン・ヘラー
がマックス・ヴェーバーに依拠していることもあり，ヴェーバーについて岡澤憲一郎先生から学
びたいと思っていました。ただ，私が怠惰なためにその機会がなく，岡澤先生の退職を迎えてし
まいました。岡澤先生には公私ともに大変お世話になりました。本稿を執筆するにあたっても，
今後，私が研究を進めるべき新たな課題が新たに出てきました。こうした課題も岡澤先生からの
今後の宿題として，私なりに研究を進めたいと思っています。今後の岡澤先生のご健康を陰なが
ら祈念しています。 
94） 『週刊金曜日　2016年8月15日号〔1099号〕』 
